
部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名

雇用経
済部

雇用対策総務
費

雇用対策調整
事務費 574 488 雇用対策を推進するための事務的な経費 次代を担う

若者の就労
支援

雇用経
済部

若年者雇用対
策事業費

若年無業者ジョ
ブエスコート事
業費

7,560 7,560
若年無業者の職業的自立を図るため、各地域若者サポートステーションと

連携して、就労体験や各種セミナーの開催等に取り組みます。
次代を担う
若者の就労
支援

雇用経
済部

若年者雇用対
策事業費

おしごと広場み
え運営事業費 33,555 33,105

若年求職者、大学生等の安定した就労や職場定着を図るため、三重労働
局などと連携し、「おしごと広場みえ」を拠点とした就職相談や各種セミナー
の開催に取り組むとともに、県内企業の人材確保ニーズと若者の就労ニー
ズとのマッチングを図るなど、総合的な支援を実施します。

次代を担う
若者の就労
支援

雇用経
済部

若年者雇用対
策事業費

Ｕ・Ｉターン就職
支援事業費 8,744 4,471

学生のＵ・Ｉターン就職と定着を促進するため、就職支援協定を締結した大
学等と連携しながら取組を進めるとともに、「三重Ｕ・Ｉインターンシップ推進協
議会」を活用して、県内外の学生や企業の相互に意義あるインターンシップ
の普及を図ります。

次代を担う
若者の就労
支援

雇用経
済部

若年者雇用対
策事業費

三重Ｕ・Ｉイン
ターンシップ推
進事業費

2,751 1,376

学生等がチームでプロジェクトに取り組むことで社会人基礎力の育成や県
内企業の魅力発見、業界・地域における課題を発見するとともに、企業の人
材確保に向けたノウハウの習得を図るため、企業や学生が多数参加するプ
ロジェクト別インターンシップを実施します。

次代を担う
若者の就労
支援

雇用経
済部

地域雇用対策
事業費

戦略産業雇用
創造プロジェクト
事業費

478,558 0

裾野が広い基幹産業（自動車関連産業）と、新たな産業の柱として期待さ
れる成長産業（航空宇宙産業）における安定的で良質な雇用の創出を図る
ため、県内企業を中心に経済団体や教育・研究機関、三重労働局等の地域
の関係機関と連携し、産業政策と一体となった雇用創造に取り組みます。

次代を担う
若者の就労
支援

雇用経
済部

地域雇用対策
事業費

地域活性化雇
用創造プロジェ
クト事業費

270,000 0

地域に安定した雇用を創出し、経済基盤の強化による地域の総合力向上
を図るため、食・観光関連産業の振興、ＩＣＴ・ビックデータの利活用によるビ
ジネス創出に向けて、「おしごと広場みえ」等とも連携しながら、サービス産
業等の生産性の向上と高付加価値化による産業政策と一体となった雇用創
造に取り組みます。

次代を担う
若者の就労
支援

雇用経
済部

民間職業能力
開発支援事業
費

民間職業訓練
支援事業費 30,928 12,412

事業主団体等が行う職業訓練に対して必要な経費を補助することにより、
民間職業訓練の実施を円滑に行い、労働者の職業能力開発及び向上を促
進します。

次代を担う
若者の就労
支援

雇用経
済部

技能尊重社会
形成事業費

技能振興事業
費 46,099 16,096

技能検定の普及啓発、表彰制度の運用等により、技能の重要性を広くＰＲ
するとともに、優れた技能の後継者を育成するため、研修会や技能体験講
座等を開催します。

次代を担う
若者の就労
支援

雇用経
済部

公共職業能力
開発推進事業
費

公共職業訓練
費 383,643 11,724

県内産業の担い手となる人材を育成するため、学卒者、求職者等を対象と
して、求職者側、求人側双方のニーズに応じた多様な職業訓練を実施しま
す。

次代を担う
若者の就労
支援

雇用経
済部

高年齢者雇用
対策事業費

シルバー人材セ
ンター促進事業
費

8,400 8,400

高齢者が本人の希望に応じて、これまで培ってきた経験や能力を発揮する
就業機会を確保するため、働く意欲のある高齢者に対して地域に密着した就
業の機会を提供する（公社）三重県シルバー人材センター連合会の取組を
支援します。

多様な働き
方の推進

雇用経
済部

障がい者雇用
対策事業費

障がい者委託
訓練費 20,312 0

障がい者の円滑な就労への移行を促進するため、民間企業等での職業訓
練を通じて、障がい者自らの適性の把握や技術の習得を支援します。 多様な働き

方の推進

雇用経
済部

障がい者雇用
対策事業費

障がい者ステッ
プアップ推進事
業費

7,478 6,404

県内企業の障がい者雇用を促進するため、優良事例の普及・啓発、支援
制度の周知、求人開拓、職場定着推進に向けた人材育成などの取組を進め
ます。また、ステップアップカフェを活用した障がい者雇用に関する意識醸成
や、障がい者雇用に関する企業間ネットワークの支援などに取り組みます。

多様な働き
方の推進

雇用経
済部

障がい者雇用
対策事業費

障がい者就職
再チャレンジ支
援事業費

989 989

精神障がい者の就職及び職場定着を促進するため、企業における精神障
がい者の雇用や労務管理に必要な情報を整理し、その情報を共有できる
シートの作成・普及を図ります。

多様な働き
方の推進

雇用経
済部

女性雇用対策
事業費

女性の就労支
援事業費 962 962

結婚・子育て・介護等のライフステージにおいて、女性が安心して働き続け
られるよう、大学生等に対して就労継続に関するセミナーを開催するほか、
不本意非正規で働く女性等に対しては、キャリアアップに結びつく実践的な
研修を実施します。

多様な働き
方の推進

雇用経
済部

中小企業労働
相談事業費

労働相談室運
営事業費 12,414 12,367

労働者が抱える労働問題を解決するためのセーフティネット機関として「三
重県労働相談室」を運営します。 多様な働き

方の推進

雇用経
済部

働く環境サポー
ト事業費

働き方改革総合
推進事業費 5,138 2,590

働き方改革の取組を推進するため、企業における従業員等の働き方の課
題に応じて「働き方改革アドバイザー」による支援を実施するほか、働き方改
革フォーラムを開催するとともに、「働き方改革」などに取り組む企業等に「み
えの働き方改革推進企業」としての登録を促進し、優良事例を表彰します。

多様な働き
方の推進

雇用経
済部

働く環境サポー
ト事業費

働き方改革取組
拡散事業費 12,287 3,258

本県における働き方改革の「第２ステージ」として、県内で進む企業の自走
的な取組を地域全体に拡散させるため、労働力不足が深刻な業種等を対象
に、積極的な支援やセミナーの開催に取り組みます。また、働き方改革の成
果を人材確保につなげるため、企業の取組を県外で情報発信し、Ｕ・Ｉターン
就職を促進します。

多様な働き
方の推進

雇用経
済部

勤労者福祉と余
暇の推進啓発
事業費

勤労者地域づく
り等参画支援事
業費

1,950 975

勤労者はもとより地域住民のライフサイクルの各段階に応じて、社会貢献
活動、地域づくりや環境保全活動など、社会と家庭での担い手としての主体
的な参加・参画、さらにこれらの活動への参加の動機付けとなる各種セミ
ナー等の開催を支援し、勤労者の地域や家庭等でのワーク･ライ フ・バラン
スの推進を図ります。

多様な働き
方の推進



雇用経
済部

勤労者生活安
定支援事業費

労働者福祉対
策資金貸付等
事業費

358,059 0

中小企業・小規模企業で働く勤労者の生活基盤の安定を図るため、住宅、
育児・介護休業等の生活基盤に係る資金を確保する手段として融資制度を
整備します。

多様な働き
方の推進

雇用経
済部

勤労者生活安
定支援事業費

離職者等緊急
生活資金貸付
等事業費

27 27
離職者等緊急生活資金融資が返済されずに回収できない場合に取扱金

融機関が被る損失の一定割合を補償します。 多様な働き
方の推進

雇用経
済部

公共職業能力
開発推進事業
費

職業訓練手当
支給事務費 27,613 13,807

就業機会が制限されるうえ、経済的理由から職業訓練を受講することが難
しい状況にあり、慢性的な不安定就労状況に陥った障がい者や母子家庭の
母等の就職困難な者に対して、経済的な援助を行うことにより、就職困難者
等が就業するために有利になる資格・技術を身につける就業能力開発機会
を得やすくします。

公共職業安定所長の受講指示を受けた障がい者、母子家庭の母等の就
職困難者（雇用保険法による失業給付受給者を除く。）に対して、公共職業
訓練を行う期間について各種手当を支給します。

多様な働き
方の推進

雇用経
済部 労働委員会費 労働委員会運

営事業費 1,640 1,640

労働組合法に基づき設置された労働委員会の公正かつ円滑な運営
定例総会、公益委員会議等の開催
全国、中部ブロックの各種会議の開催及び参加
セミナー受講料

行政委員会

雇用経
済部 労働委員会費 不当労働行為

審査事業費 132 132

労働組合、労働者への不当労働行為の是正、労働組合の民主性・自主性
の確保

不当労働行為事件の審査
全国、中部ブロックの各種会議の参加

行政委員会

雇用経
済部 労働委員会費 労働争議調整

事業費 489 489

労使間の紛争の円満な解決
集団的な調整事件に係る労働争議の解決
個別的な調整事件に係る個別労働関係紛争の解決
全国、中部ブロックの各種会議の参加

行政委員会

雇用経
済部 給与費 人件費 77,060 77,060 労働委員会事務局職員人件費 人件費

雇用経
済部 労働委員会費 委員報酬 18,159 18,159 労働委員会委員１５名に係る委員報酬の支出 人件費

雇用経
済部 給与費 人件費 156,859 156,859 雇用経済部職員人件費 人件費

雇用経
済部 給与費 人件費 292,856 233,559 雇用経済部職員人件費 人件費

雇用経
済部 労働委員会費 交際費 26 26

労働委員会を代表して、社会通念上必要と認められる接遇、儀礼、交際等
を行う。 その他


